
○土浦市企業立地促進事業費補助金交付要項  

令和３年１０月１５日土浦市告示第２７７号  

土浦市企業立地促進事業費補助金交付要項  

 

（趣旨）  

第１条  この告示は，本市の産業の振興及び雇用機会の拡大を図るため，市

内に新たに立地する企業又は既存の施設を増設する企業に対し，予算の範

囲内において補助金を交付することに関し，土浦市補助金等交付規則（平

成１３年土浦市規則第３６号。第１２条において「規則」という。）に定

めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。  

（補助対象者）  

第２条  補助金の交付の対象となる者（第４条において「補助対象者」とい

う。）は，次に掲げる要件のいずれにも該当する法人とする。  

（１）  市内において，次に掲げるいずれかの業種に係る施設（事務所，

事業所，営業所，工場その他事業の用に供する施設をいう。以下同じ。）

の新設又は増設（以下「新増設」という。）をすること。ただし，東筑

波新治工業団地，テクノパーク土浦北，土浦おおつ野ヒルズ又は神立工

業団地において施設の新増設をする法人については，この限りでない。  

ア  製造業  

イ  情報通信業  

ウ  運輸業  

エ  卸売業  

オ  学術・開発研究機関  

カ  農業（植物工場に限る。）  

キ  小売業（大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第２条

第２項に規定する大規模小売店舗に限る。）  

（２）  第９条第１項の規定により補助金の交付を申請する日までに，新

増設をする施設の従業員（雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第

４条第１項に規定する被保険者（日雇労働者及び短期雇用労働者を除

く。）をいう。以下同じ。）として，市内に住所を有する者を新たに５

人以上雇用すること。この場合において，新増設をした日前６か月以内

に市内に住所を有する者を施設の従業員として雇用した場合は，当該従

業員の人数を含めることができる。  

（３）  補助金の交付後３年間は，新増設をした施設の市内に住所を有す



る従業員（新増設をした日の６か月前までに雇用した従業員を除く。）

の人数が，５人以下とならないようにすること。  

（４）  開発面積が１ヘクタール（施設の増設にあっては，０．５ヘクタ

ール）以上であること。  

（５）  市区町村税の滞納がないこと。  

（６）  市内で施設を移転するものでないこと。  

（７）  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴

力団員が役員となっている法人でないこと。  

（補助対象経費等）  

第３条  補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は，新増設に伴うインフラ及び敷地の整備並びに土地，家屋及び償却資産

の取得に要する費用とする。  

２  補助金の額は，補助対象経費に１０分の１を乗じて得た額とし，１億円

（施設の増設にあっては，５，０００万円）を限度とする。この場合にお

いて，算出した補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは，こ

れを切り捨てるものとする。  

（補助対象事業の指定申請）  

第４条  補助金の交付の対象となる事業（以下この条において「補助対象事

業」という。）の指定（以下「指定」という。）を受けようとする者は，

補助対象事業に係る工事を行う日の１か月前までに，土浦市企業立地促進

事業指定申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しな

ければならない。  

（１）  新増設をする施設の位置図及び配置図  

（２）  補助対象者の登記事項証明書  

（３）  補助対象者の定款  

（４）  事業計画書  

（５）  市区町村税の滞納がないことを証する書類  

（６）  見積書の写しその他の補助対象経費の金額が分かる書類  

（指定決定）  

第５条  市長は，前条の規定による申請があった場合は，その内容を審査し，

指定を決定したときは，土浦市企業立地促進事業指定決定通知書（様式第

２号）により当該申請をした者に通知するものとする。  

（指定事業の内容変更等）  



第６条  前条の規定による通知を受けた者（以下「指定事業者」という。）

は，指定の対象となった事業（以下「指定事業」という。）の内容若しく

は指定事業に要する経費の配分を変更しようとするとき，又は指定事業を

中止し，若しくは廃止しようとするときは，土浦市企業立地促進指定事業

変更（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）により市長に申請しなけれ

ばならない。  

２  市長は，前項の規定による申請があった場合は，その内容を審査し，承

認又は不承認を決定したときは，土浦市企業立地促進指定事業変更（中

止・廃止）承認（不承認）決定通知書（様式第４号）により指定事業者に

通知するものとする。  

（指定事業の承継）  

第７条  法人の合併若しくは譲渡又は指定事業の譲渡により，指定事業者か

ら指定事業を承継しようとする者（以下この条及び次条第１項において

「承継法人」という。）は，土浦市企業立地促進指定事業承継承認申請書

（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。  

（１）  指定事業の承継の事実及びその期日を証する書類  

（２）  承継法人の登記事項証明書  

（３）  承継法人の定款  

（４）  事業計画書  

（５）  市区町村税の滞納がないことを証する書類  

（６）  前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類  

２  市長は，前項の規定による申請があった場合は，その内容を審査し，承

認又は不承認を決定したときは，土浦市企業立地促進指定事業承継承認

（不承認）決定通知書（様式第６号）により承継法人に通知するものとす

る。  

３  前条の規定は，承継法人について準用する。  

（指定の取消し）  

第８条  市長は，指定事業者（前条第２項の規定による承認決定の通知を受

けた承継法人を含む。以下同じ。）が次の各号のいずれかに該当するとき

は，指定を取り消すものとする。  

（１）  第２条各号に掲げる要件に該当しなくなったとき。  

（２）  偽りその他不正の手段により指定を受けたとき。  

２  市長は，前項の規定により指定を取り消したときは，土浦市企業立地促

進事業指定取消決定通知書（様式第７号）により指定事業者に通知するも



のとする。  

（補助金の交付申請）  

第９条  指定事業者は，指定事業に係る施設の操業を開始した日以後に，土

浦市企業立地促進事業費補助金交付申請書（様式第８号）に次に掲げる書

類を添えて市長に補助金の交付を申請するものとする。  

（１）  新規雇用者名簿  

（２）  新規雇用者が雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者である

ことを証する書類  

（３）  新規雇用者の住民票の写し  

（４）  市区町村税の滞納がないことを証する書類（第５条の規定による

指定の決定又は第７条第２項の規定による指定事業の承継承認の決定後

のものに限る。）  

（５）  指定事業に係る支払を証する書類及び完成図面  

２  前項の規定による申請をしようとする指定事業者は，補助金に係る消費

税等仕入控除税額（補助金対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相

当する額のうち，消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定による仕

入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額及び当該金額

に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率

を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）

があるときは，これを減額して申請しなければならない。ただし，申請時

において，補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでないものについ

ては，この限りでない。  

（補助金の交付決定及び額の確定）  

第１０条  市長は，前条の規定による申請があった場合は，その内容を審査

し，適当と認めたときは，土浦市企業立地促進事業費補助金交付決定通知

書兼額確定通知書（様式第９号）により指定事業者に通知するものとする。  

（補助金の交付の請求）  

第１１条  前条の規定による通知を受けた指定事業者（以下「補助事業者」

という。）は，当該通知を受けた日から起算して１０日を経過する日又は

当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに，土浦市企業立地促進事業

費補助金交付請求書（様式第１０号）により市長に補助金の交付を請求す

るものとする。  

２  市長は，前項の規定による請求があったときは，速やかに補助事業者に

補助金を交付するものとする。  



（実績報告）  

第１２条  第９条第１項第５号に掲げる書類の提出をもって，規則第１２条

第１項の実績報告書が提出されたものとみなす。  

（関係書類の保存）  

第１３条  補助事業者は，補助金の交付の対象となった事業（以下「補助事

業」という。）に係る帳簿その他の証拠書類を整理し，補助事業の完了の

翌年度から起算して５年間これを保存しなければならない。  

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）  

第１４条  補助事業者は，補助事業が完了した後に消費税及び地方消費税の

申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定したときは，土浦市

企業立地促進事業費補助金に係る消費税等仕入控除税額報告書（様式第１

１号）により速やかに市長に報告しなければならない。  

２  市長は，前項の規定による報告があったときは，消費税等仕入控除税額

の全額又は一部の返還を命ずるものとする。  

（補則）  

第１５条  この告示に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項は，

市長が別に定める。  

 

付  則  

この告示は，令和３年１０月１５日から施行する。  

 

付  則  

この告示は，令和４年４月１日から施行する。  

 


